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１ 基本方針 

→「４ 運営に関する基準 (15) 訪問入浴介護の基本取扱方針・具体的取扱方針」参照

※ 訪問入浴介護の意義

・ 介護保険のサービス利用し、入浴介助をしてもらう手段としては、

① 介助者を派遣してもらい、自宅にて入浴する方法・・・訪問介護、訪問看護

② 施設に通い、入浴する方法・・・通所介護、通所リハビリテーション等

③ 訪問入浴介護を利用する

→ ①、②の選択肢があるのになぜ訪問入浴介護が創設されたのか？

・ 利用料の比較（例）

① 訪問介護を利用し、自宅の浴槽にて入浴   394単位（ヘルパー派遣時間30分以上1時間未満） 

② 通所介護を利用し、施設の浴槽にて入浴  1,071単位 

（基本報酬：1,021単位（要介護4、通常規模、８～9時間の利用）+入浴介助加算50単位）

③ 訪問入浴介護を利用し、事業所の浴槽にて入浴 1,250単位

→ 要介護状態、利用時間等にもよるが、訪問入浴介護は利用料の高いサービスである。

・「訪問入浴介護は、特別な病態の人を除き、入浴を希望する人すべてにサービス提供できる。なお、

家庭内で入浴ができる人、介助者の派遣によって入浴出来る人、通所介護、通所リハビリテーション

等による施設入浴が可能な人は、訪問入浴介護利用者には含めなくともそれぞれの方法で入浴が可能

であろう。ほかの居宅介護サービスにより入浴することが出来ない場合には訪問入浴介護を利用する

ことになる」（介護支援専門員テキストより） 

→ 介護支援専門員は、①、②の手段が適切ではないと判断した時に、訪問入浴介護を居宅サー

ビス計画に位置づけることになる。 

利用者本人の自己負担や自立支援の観点から勘案するに、基本的には他のサービスでの入浴をすべき

である。強度の麻痺があるなど身体状況により家庭の浴槽での入浴が困難である等の場合に利用される

べきサービスである。 

２ 人員に関する基準 

管理者 常勤専従１人 

ただし、管理業務に支障がない場合、同事業所の他の職務ま

たは同一敷地内等の他の事業所・施設の職務に従事できる。 

従業者 常勤１人以上 

看護職員（看護師又は准看護師） １人以上 

介護職員 ２人以上（介護予防訪問入浴介護は１人以上） 

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 

要介護状態となった場合においても、その利用

者が可能な限りその居宅において、その有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう、居宅における入浴の援助を行うことによっ

て、利用者の身体の清潔の保持、心身機能の維持

等を図るものでなければならない。 

 その利用者が可能な限りその居宅において、自立

した日常生活を営むことができるよう、居宅におけ

る入浴の支援を行うことによって、利用者の身体の

清潔の保持、心身機能の維持の回復を図り、もって

利用者の生活機能の維持又は向上を目指すもので

なければならない。 
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３ 設備に関する基準 

・ 事業運営に必要なもの

① 事業の運営を行うために必要な広さの専用の区画（利用者申し込みの受付、相談などのスペース） 

② サービス提供に必要な浴槽等の設備及び備品等

ア サービス提供する際に必要な浴槽（身体の不自由な者が入浴するのに適したもの）

イ 車両（浴槽を運搬し又は入浴設備を備えたもの） 等

→参考 :  H23.3.30 ｢訪問入浴車両に搭載する石油給湯機の取扱いについて(情報提供)｣

③ 上記設備及び備品等を保管するスペース。

・ 特に、感染症予防に必要な設備などに配慮すること。

→「４ 運営に関する基準 （21）衛生管理等」（Ｐ．７）参照

４ 運営に関する基準 

(1) 内容および手続の説明および同意

・ あらかじめ、利用申込者または家族に対して、運営規程の概要等サービス選択に関する重要事項を記

した文書を交付して説明を行い、同意を得てから、サービスの提供を開始しなければならない。

※ 重要事項説明書の内容と、運営規程の対応条文の内容が異なっている場合があります。例えば、営業日や営業時間、

通常の実施地域など。（重要事項説明書に記載すべき事項は、①運営規程の概要、②従業者の勤務態勢、③事項発生時

の対応、④苦情処理の体制、⑤第三者評価の実施状況、⑥その他、です。重要事項説明書は運営規程の内容をもとに

作成し、実態とも整合していることが必要です。なお、運営規程を変更の際には、県への変更届の提出が必要になり

ます。）

わかりやすく、簡潔な文書を心がけてください。また、文字の変換ミスや誤字・脱字など単純な誤りも目立ちます。

よい機会ですから再度読み直し、誤りがないかどうか確認してみてください。（重要事項説明書は、文書を手渡した上

で説明することを前提にしているとはいえ、利用者がサービスを受けることに対し同意する際、また後で内容等を確

認するためにも重要な文書です。わかりにくい文章や誤字・脱字があるものでは、きちんと説明したことにならない

とともに、同意内容にズレが生じるなどトラブルの原因にもなりますので、注意してください。） 

(2) 提供拒否の禁止

・ 正当な理由なく訪問入浴介護の提供を拒んではならない。（事業者は、原則として、利用申込に対し

ては応じなければならないことを規定したもの。特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提

供を拒否することを禁止している。）

※ 提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは

① 事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合

② 利用申込者の居住地が事業所の通常の事業の実施地域外である場合

③ その他利用申込者に対し自ら適切な訪問入浴介護を提供することが困難な場合

(3) サービス提供困難時の対応

・ 通常の実施地域等の関係で、利用申込者に対し自ら適切な訪問入浴介護を提供することが困難な場合

は、居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）への連絡、適当な他の事業者等の紹介その他の必要

な措置を速やかに講じなければならない。
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(4) 受給資格等の確認

・ 訪問入浴介護の提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要

介護認定の有無および要介護認定の有効期間を確かめるものとする。また、被保険者証に、当該被保

険者が留意すべき事項に係る認定審査会意見が記載されているときは、認定審査会意見に配慮して、

訪問入浴介護を提供するように努めなければならない。

※ サービス提供を求められた際は、事業所の者自ら被保険者証の提示を受け、必要事項を確認してください。ケアマネか

ら聞くのでは不十分です。必ず自ら確認してください。

また、確認した結果を記録に残すようにしてください。

(5) 要介護認定の申請に係る援助

・ 訪問入浴介護の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込者については、要介護認定等

の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用申込者の意思を踏

まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。

・ 居宅介護支援（介護予防支援）が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるとき

は、要介護認定の更新の申請が、遅くともその利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する

30日前にはなされるよう、必要な援助を行わなければならない。

(6) 心身の状況等の把握

・ 訪問入浴介護の提供にあたっては、利用者に係る居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）が開催

するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サ

ービスまたは福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。

※ サービス担当者会議の内容については、事業所として情報の共有をするため、会議録等を保存してください。

（やむを得ず、サービス担当者会議に出席できない場合は、会議の内容について照会をし、その内容を保存してくださ

い。）また、利用者の生活に大きな影響を及ぼすような変化（入退院、転居、家族の死亡など家族関係の変化等）につい

ても、サービス提供の記録とは別に、継続的に把握し記録してください。 

(7) 居宅介護支援事業者等との連携

・ 訪問入浴介護を提供するにあたっては、居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）その他保健医療

サービスまたは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

※ サービス担当者会議には必ず出席してください。サービス担当者会議を通じて、情報の共有を図るとともに、サービ

ス提供に当たっての専門的な見地からの意見を伝えてください。やむを得ず出席できなかった場合でも、後日、会議

の状況・合意事項等を確認するとともに、必要事項を記録保存してください。

・ 訪問入浴介護の提供の終了に際しては、利用者またはその家族に対して適切な指導を行うとともに、

利用者に係る居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）に対する情報の提供および保健医療サービ

スまたは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

(8) 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助

・ 利用申込者が介護保険法施行規則第６４条各号のいずれにも該当しないときは、訪問入浴介護の提

供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明し、必要な援助を行わなければならな

い。 
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(9) 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

・ 居宅サービス計画（介護予防サービス計画）が作成されている場合は、当該計画に沿った訪問入浴介

護を提供しなければならない。

※ 居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されているときは、これに沿ったサービス提供をしなければなりません。ケ

アプランに位置付けのないサービス提供は、原則として保険給付の対象となりません。（ケアプランへの位置付けにつ

いて、その目標を達成するためのサービス内容が大枠を示すだけのものであって具体的な方法についてはサービス事業

所に任されていると認められる場合もあります。ですから、必ずしもケアプランに具体的な方法の記載がないことをも

って、その方法でサービス提供できないわけではありません。あくまでもケアプランの枠内で目標達成に有効かどうか

をケアマネ等と相談・確認の上、提供してください。）

(10) 居宅サービス計画の変更の援助

・ 利用者が居宅サービス計画（介護予防サービス）の変更を希望する場合は、居宅介護支援事業者への

連絡その他の必要な援助を行わなければならない。

(11) 身分を証する書類の携行

・ 訪問入浴介護従業者に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時および利用者またはその家族から求

められたときは、これを提示すること。身分証には、事業所名、従業者の氏名を記載する。（写真の貼

付や職能の記載を行うことが望ましい。） 

(12) サービス提供の記録

・ 訪問入浴介護を提供した際には、訪問入浴介護の提供日および内容、居宅介護サービス費の額その他

必要な事項を、利用者の居宅サービス計画を記載した書面またはこれに準ずる書面（サービス利用票

等）に記載しなければならない。また、記載した内容について、利用者からの申出があった場合には、

文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。

(13) 利用料等の受領

・ 法定代理受領サービスに該当する訪問入浴介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部とし

て、訪問入浴介護に係る居宅介護サービス費用基準額から訪問入浴介護事業者に支払われる居宅介護

サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。

・ 法定代理受領サービスに該当しない訪問入浴介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料

の額と、居宅介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。

※ 記載が必要な項目

① 訪問入浴介護の提供日

② 提供したサービス内容

③ 利用者の心身の状況

④ 保険給付の額

⑤ その他必要な事項

過去の指摘事項 

居宅サービス計画の援助期間が終了している、または、居宅サービス計画の交付を 

受けずサービス提供している。 
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※ 介護保険給付の対象となる訪問入浴介護のサービスと明確に区分されるサービスについては、次のような方法によ

り別の料金設定をして差し支えない。

① 利用者に、その事業が訪問入浴介護の事業とは別事業であり、そのサービスが介護保険給付の対象とならないサ

ービスであることを説明し、理解を得ること。

② 事業の目的、運営方針、利用料等が、訪問入浴介護事業所の運営規程とは別に定められていること

③ 会計が訪問入浴介護の事業の会計と区分されていること。

・ 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において訪問入浴介護を行う場合は、そ

れに要した交通費の額の支払を利用者から受けることができる。（通常の実施地域を越えた距離のみ） 

・ 交通費の支払いを受けるサービスの提供にあたっては、あらかじめ、利用者・その家族に対して、サ

ービスの内容および費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

(14) 保険給付の請求のための証明書の交付

・ 法定代理受領サービスに該当しない訪問入浴介護に関わる利用料の支払を受けた場合は、提供した訪

問入浴介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に

対して交付しなければならない。

(15) 訪問入浴介護の基本取扱方針・具体的取扱方針

・ 訪問入浴介護事業者は、自らその提供する訪問入浴介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなけ

ればならない。

・ 利用者の心身の状況により、訪問時に全身入浴が困難な場合は、利用者の希望により、「清しき」又

は「部分浴（洗髪、陰部、足部等）」を実施するなど、適切なサービス提供に努めること。

・ 訪問入浴介護の提供に当たっては、

① 懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービス提供方法等について、理解し

やすいように説明を行うこと。

（「サービスの提供方法等」とは、入浴方法等の内容、作業手順、入浴後の留意点などを含むものであ

ること。） 

② 介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うこと。

③ 常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護 

・ 訪問入浴介護は、利用者の要介護状態

の軽減または悪化の防止に資するよう、

利用者の状態に応じて、適切に行わなけ

ればならない。

・ 介護予防訪問入浴介護は、利用者の介護予防に資する

よう、その目標を設定し、計画的に行われなければなら

ない。

・ 介護予防訪問入浴介護事業者は、

① 介護予防訪問入浴介護の提供に当たり、利用者がで

きる限り要介護状態とならないで自立した日常生活

を営むことができるよう支援することを目的とする

ものであることを常に意識してサービスの提供に当

たらなければならない。

② 利用者がその有する能力を最大限活用することがで

きるような方法によるサービスの提供に努めること

とし、利用者の有する能力を阻害する等の不適切なサ

ービス提供を行わないよう配慮しなければならない。 
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し、適切な相談及び助言を行うこと。 

④ １回の訪問につき、看護職員１人及び介護職員２人（介護予防訪問入浴は介護職員１人）をもっ

て行うものとし、これらの者のうち１人を当該サービスの提供の責任者とする。ただし、利用者の

身体の状況が安定していること等から、入浴により利用者の身体の状況等に支障が生ずるおそれが

ないと認められる場合においては、主治の医師の意見を確認した上で、看護職員に代えて介護職員

を充てることができる。 

（「サービスの提供の責任者」については、入浴介護に関する知識や技術を有した者であって、衛生管

理や入浴サービスの提供に当たって他の従業者に対し作業手順など適切な指導を行うとともに、利

用者が安心してサービス提供を受けられるように配慮すること。） 

（「主治の医師の意見の確認」については、利用者又は利用者の承諾を得て当該事業者が、利用者の主

治医に確認することとし、併せて、次に確認すべき時期についても確認しておくこと。） 

⑤ サービスの提供に用いる設備、器具その他の用品の使用に際して安全及び清潔の保持に留意し、特

に利用者の身体に接触する設備、器具その他の用品については、サービスの提供ごとに消毒したも

のを使用する。

（「サービスの提供に用いる設備、器具その他の用品」の安全衛生については、特に次の点について留

意すること。 

イ 浴槽など利用者の身体に直に接触する設備・器具類は、利用者１人ごとに消毒した清潔なもの

を使用し、使用後に洗浄及び消毒を行うこと。また、保管に当たっても、清潔保持に留意するこ

と。

ロ 皮膚に直に接するタオル類については、利用者１人ごとに取り替えるか個人専用のものを使用

する等、安全清潔なものを使用すること。 

ハ 消毒方法等についてマニュアルを作成するなど、当該従業者に周知させること。）

【介護予防訪問入浴介護の留意事項】 

・ 一人ひとりの高齢者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことができるよ

う支援することを目的として行われるものであることに留意しつつ、利用者ごとに目標を設定の上、

計画的に行うこと。

・ 利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き

起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性

を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切なサ

ービス提供をしないよう配慮すること。

(16) 利用者に関する市町村への通知

・ 利用者が次の項目に該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければなら

ない。

① 正当な理由なしに訪問入浴介護の利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を増

進させたと認められるとき。

② 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、または受けようとしたとき。

(17) 緊急時等の対応

・ 訪問入浴介護従業者は、現に訪問入浴介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場

合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 
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※ サービス提供時に利用者に病状の急変が生じた場合その他の必要な場合に、対応の手順、主治医の連絡先等を明確

にし、文書化するなど迅速に対応できるような措置を講じ、従業者に対して周知徹底してください。

(18) 管理者の責務

・ 事業所の従業者および業務の管理を、一元的に行わなければならない。

・ 事業所の従業者に、運営基準を遵守させるために必要な指揮命令を行うものとする。

(19) 運営規程

・ 訪問入浴介護事業所ごとに、運営規程を定めておかなければならない｡

① 事業の目的および運営の方針

② 従業者の職種、員数および職務の内容

③ 営業日および営業時間

④ 訪問入浴介護の内容および利用料その他の費用の額

⑤ 通常の事業の実施地域（客観的にその区域が特定されるもの）

⑥ サービスの利用に当たっての留意事項

⑦ 緊急時等における対応方法

⑧ その他運営に関する重要事項

(20) 勤務体制の確保等

・ 利用者に対し適切な訪問入浴介護を提供できるよう、事業所ごとに、原則として月ごとに勤務表を作

成すること。

・ 訪問入浴介護従業者については、日々の勤務時間、職務内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関

係、サービス提供の責任者である旨を明確にすること。

・ 訪問入浴介護事業所ごとに、雇用契約等により、当該事業所の管理者の指揮命令下にある従業者によ

って訪問入浴介護を提供しなければならない。

・ 訪問入浴介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。

(21) 衛生管理等

・ 訪問入浴介護従業者の清潔の保持および健康状態について、必要な管理を行わなければならない。

・ 訪問入浴介護事業所の設備および備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。特に、訪

問入浴介護従業者が感染源となることを予防し、また訪問入浴介護従業者を感染の危険から守るため

に、使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなどの対策を講じる必要がある。

（※ 厚生労働省ホームページ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」も参考にしてください。 

→ http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html ）

(22) 掲示

・ 訪問入浴介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、訪問入浴介護従業者の勤務の体制その他の

利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。

(23) 秘密保持等

・ 事業所の従業者及び従業者であった者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者またはその
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家族の秘密を漏らしてはならない。また、事業者は、秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じ

なければならない。 

・ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の

個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

※ 適正なサービス提供を図っていくためには、利用者・その家族の個人情報を含む諸情報を、サービス担当者会議等を

通じて共有する必要があります。サービス担当者会議は、定期的に行う必要がある制度化されたものであり情報共有

が大きな目的ですので、あらかじめ個人情報を用いることを説明し、同意を得てください。 

 

 

 

 

 

(24) 広告 

・ 訪問入浴介護事業所について広告をする場合においては、その内容が虚偽または誇大なものであって

はならない。 

 

(25) 居宅介護支援事業者等に対する利益供与の禁止 

・ 居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）またはその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者

によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

 

(26) 苦情処理 

・ 利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、必要な措置を講じなければならない。 

・ 苦情を受け付けた場合には、苦情の内容等を記録しなければならない。 

・ 提供した訪問入浴介護に関し、市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、および利用者からの苦

情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導または助言を受けた場合には、必

要な改善を行わなければならない。 

・ 市町村から求めがあった場合には、改善の内容を市町村に報告しなければならない。 

・ 利用者からの苦情について国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、国民健康保険団

体連合会から指導または助言を受けた場合においては、必要な改善を行わなければならない。 

・ 国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、改善の内容等を国民健康保険団体連合会に報

告しなければならない。 

・ その事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派

遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければなら

ない。 

 

(27) 事故発生時の対応 

・ 事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、その利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行

うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

・ 事故の状況および事故に際して採った処置について記録しなければならない。以下の点に留意するこ

と。 

※ 苦情処理の体制、手順を定め、利用者に重要事項説明書等文書で説明し、事業所に掲示してください。文書により、

事業所・市町村・国保連の窓口（それぞれ、電話番号、担当部署、受付時間等）を情報提供してください。 

過去の指摘事項 

秘密保持について、従業者等に対して必要な措置を講じていない！ 

利用者やその家族の個人情報の使用について、同意を得ていない！ 
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① 利用者に対する訪問入浴介護の提供により事故が発生した場合の対応方法については、あらかじめ

定めておくことが望ましい。

② 賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入しておくか、又は賠償資力

を有することが望ましい。

③事故が生じた際にはその原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じること。 

・ 賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

(28) 会計の区分

・ 訪問入浴介護事業所ごとに経理を区分するとともに、訪問入浴介護の事業の会計とその他の事業の会

計を区分しなければならない。

※ 介護保険と介護保険以外の会計を区分してください。

決算は、サービス事業所ごとに経理を区分してください。共通費用等は、合理的な率により按分するなどして各事

業所に配分するようにしてください。

(29) 記録の整備

・ 従業者、設備、備品、会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。

・ 利用者に対する訪問入浴介護の提供に関する次の記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。

① 具体的なサービスの内容等の記録

② 市町村への通知に係る記録

③ 苦情の内容等の記録

④ 事故の状況および事故に際して採った処置についての記録
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５ 介護報酬の基準  

 

【 訪問入浴介護費の算定構造 】 

 

 

基本部分 

（２） （３） （４） （５） （６） （７） 

介護職員３
人が行った
場合 

全身入浴が
困難で、清
拭又は部分
浴を実施し
た場合 

事業所と同
一建物の利
用者又はこ
れ以外の同
一建物の利
用者２0人
以上にサー
ビスを行う
場合 

特別地域訪
問入浴介護
加算 

中山間地域
等における
小規模事業
所加算 

中山間地域
等に居住す
る者へのサ
ービス提供
加算 

（１）訪問入浴介護費 
１回につき 1,250単位 

× 
95／100 

× 
70／100 

 
事業所と同
一建物の利
用者又はこ
れ以外の同
一建物の利
用者２０人
以上にサー
ビスを行う
場合 
× 
90／100 
 
事業所と同
一建物の利
用者５０人
以上にサー
ビスを行う
場合 
 × 
85／100 
 

＋ 
15／100 

＋ 
10／100 

＋ 
5／100 

（８）サービス提供体制強化加算    （Ⅰ）イ ： １回につき ＋36単位 
（Ⅰ）ロ ： １回につき ＋24単位 

（９）介護職員処遇改善加算 
【Ⅰ】 １月につき ＋ 介護報酬総単位数 ×58/1000 
【Ⅱ】 １月につき ＋ 介護報酬総単位数 ×42/1000 
【Ⅲ】 １月につき ＋ 介護報酬総単位数 ×23/1000 
【Ⅳ】 １月につき ＋【Ⅲ】の90/100 
【Ⅴ】 １月につき ＋【Ⅲ】の80/100   

 

：「事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者２０人以上にサービスを行う場合」、「特別
地域訪問入浴介護加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住する者へ
のサービス提供加算」、「サービス提供体制強化加算」及び｢介護職員処遇改善加算｣は、支給限度額管理の
対象外の算定項目 

 

 ※ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、別に厚生労働大臣が定める期日までの間に限り 

算定することができる。 

 

 

※所定単位は、（１）、（８）に

より算定した単位数の合計 
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【 介護予防訪問入浴介護費の算定構造 】 

基本部分 

（２） （３） （４） （５） （６） （７） 

介護職員２
人が行った
場合 

全身入浴が
困難で、清
拭又は部分
浴を実施し
た場合 

事業所と同
一建物の利
用者又はこ
れ以外の同
一建物の利
用者２0人
以上にサー
ビスを行う
場合 

特別地域介
護予防訪問
入浴介護加
算 

中山間地域
等における
小規模事業
所加算 

中山間地域
等に居住す
る者へのサ
ービス提供
加算 

(1)介護予防訪問入浴介護費 
１回につき 845単位 

× 
95／100 

× 
70／100 

事業所と同
一建物の利
用者又はこ
れ以外の同
一建物の利
用者２０人
以上にサー
ビスを行う
場合 
× 
90／100 

事業所と同
一建物の利
用者５０人
以上にサー
ビスを行う
場合 
× 

85／100 

＋ 
15／100 

＋ 
10／100 

＋ 
5／100 

（８）サービス提供体制強化加算 （Ⅰ）イ ： １回につき ＋36単位 
（Ⅰ）ロ ： １回につき ＋24単位 

（９）介護職員処遇改善加算 
【Ⅰ】 １月につき ＋ 介護報酬総単位数 ×58/1000 
【Ⅱ】 １月につき ＋ 介護報酬総単位数 ×42/1000 
【Ⅲ】 １月につき ＋ 介護報酬総単位数 ×23/1000 
【Ⅳ】 １月につき ＋【Ⅲ】の90/100 
【Ⅴ】 １月につき ＋【Ⅲ】の80/100  

：「事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者２０人以上にサービスを行う場合」、「特別
地域介護予防訪問入浴介護加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住
する者へのサービス提供加算」、「サービス提供体制強化加算」及び｢介護職員処遇改善加算｣は、支給限度
額管理の対象外の算定項目 

※ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、別に厚生労働大臣が定める期日までの間に限り

算定することができる。 

※所定単位は、（１）、（８）に

より算定した単位数の合計 
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(1) （介護予防）訪問入浴介護費の一般原則について

・ 看護職員１人及び介護職員２人《予防は看護職員１人及び介護職員１人》が、訪問入浴介護を行った

場合に算定する。

・ 人員の算定上、看護職員を介護職員として数えることができるものであること。

（例えば、派遣する３人《予防は２人》の職員のうち２人が看護職員であっても差し支えない。）

(2) 利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合の取り扱いについて

・ 入浴により当該利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認める場合に、その主治医の意

見を確認した上で、介護職員３人《予防は２人》が訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数の100

分の95に相当する単位数を算定する。

・その場合には、訪問入浴介護の提供にあたる３人《予防は２人》の職員のうち、看護職員が含まれて

いる場合であっても所定単位数に 100 分の 95 を乗じて得た単位数が算定されることには変わりが

ないものであること。

(3) 利用者の心身の状況等により入浴を見合わせた場合の取り扱いについて

・ 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、利用者の希望により清拭、部分

浴（洗髪、陰部、足部等の洗浄）を実施した場合には、所定単位数に 100 分の70 を乗じて得た単

位数を算定できる。

・実際に入浴を行った場合に算定の対象となり、入浴を見合わせた場合には算定できない。

(4) 事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは事業所と同一の建物（以下「同一敷

地内建物等」という。）に居住する利用者に対する取扱について 

・同一敷地内建物等に居住する利用者（事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０

人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）又は事業所における１月当たりの利用者が同一の建物

に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、サービス提供を

行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の９０に相当する単位を算定し、事業所における１

月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、サービ

ス提供を行った場合、１回につき所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を算定する。

※支給限度基準額を計算する際には、減算前の単位数を用いる。

・ 同一敷地内建物等の定義

「同一敷地内建物等」とは、当該事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地内並びに

隣接する敷地（事業所と建物が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築物のうち効率

的なサービス提供が可能なものをいう。

具体的には、当該建物の１階部分に事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下で繋がっている場合な

ど、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭

い道路を挟んで隣接する場合などが該当する。

・ 同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の定義

事業所における利用者が同一建物に２０人以上居住する建物とは、同一敷地内建物等に該当するもの

過去の指摘事項 

単に看護職員の都合がつかないということで、介護職員３人で訪問入浴介護を行っていた！ 
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以外の建物を指すものであり、当該建物に事業所の利用者が２０人以上居住する場合に該当し、同一

敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数は合算しない。 

 この場合の利用者数は、１月間（歴月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の平

均は、当該月の１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除した値とする。

この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てる。 

・ 本減算は、事業所と当該建物の位置関係により、効率的なサービス提供が可能であることを適切に評

価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関係のみで判断しないよう留意するこ

と。具体的には、同一敷地にあっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合、隣接する敷地であ

っても、道路や河川などで敷地が隔てられており、横断するために迂回しなければならない場合は減

算に該当しない。

・ 同一敷地内建物、同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く）のいずれの場合

においても、同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が事業所を運営する事業者と異な

る場合でも該当する。

・ 同一敷地内建物に５０人以上居住する建物の定義

同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該事業所の利用者が５０人以上居住する

建物の利用者全員に適用される。この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。

この場合、１月間の利用者の平均は、当該月の１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、

当該月の日数で除した値とする。この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てる。 

(5) 特別地域加算について

・ 厚生労働大臣が定める地域に事業所（利用者宅ではない）が所在する事業者がサービスを提供する場

合に、１回につき所定単位数の 100 分の 15 に相当する単位数を加算する。この加算は、支給限度

額管理の対象外である。

・山梨県で特別地域加算の対象となる地域は、別添資料２「報酬評価の対象となる地域指定」のとおり。 

(6) 中山間地域等の小規模事業所加算について

・ 厚生労働大臣が定める地域に事業所（利用者宅ではない）が所在し、かつ、厚生労働大臣が定める施

設基準に適合する事業者がサービスを提供する場合に、１回につき所定単位数の100 分の 10 に相

当する単位数を加算する。この加算は、支給限度額管理の対象外である。

①地域：山梨県で加算の対象となる中山間地域は、別添資料２「報酬評価の対象となる地域指定」の

とおり。

②規模：加算の対象となる小規模事業所の施設基準は、１月当たり延訪問回数が２０回以下《予防は

５回以下》であること。 

※ 延訪問回数の算定方法

ａ．【原則】前年度4月～2月の一月当たりの平均延訪問回数により算定

ｂ．【例外】前年度の実績が六月に満たない場合（事業を開始・再開した事業所を含む）

→ 直近三月における一月当たりの平均延訪問回数により算定

※新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となる。

☆平均延訪問回数は毎月記録し所定回数を上回った場合は直ちに届出書を提出すること。

（例）平成20年12月～21年2月の実績が基準に適合するとして、平成21年4月から加算の算定を

するため3月に届出を行ったが、平成21年1月～3月の実績が基準を満たさなくなった場合は、事

実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成21年4月分の算定はできない。 
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(7) 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算について

・ 厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の実施地域を越えてサービスを提

供する場合に、１回につき所定単位数の 100 分の５に相当する単位数を加算する。この加算は、支

給限度額管理の対象外である。

・ 山梨県で加算の対象となる地域は、別添資料２「報酬評価の対象となる地域指定」のとおり。

※特別地域又は中山間地域の加算対象となる地域が対象

・ 当該加算を算定する場合は、通常の実施地域を越えてサービスを提供する場合に受けることが可能な

「交通費」の支払いを受けることはできない。

(8) サービス提供体制強化加算について

・ 厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た事業者が、サービス提供を

行った場合は、１回につき次のいずれかの所定単位数を加算する。

(1) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ ３６単位 

(2) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ ２４単位 

・基準の内容について

(1) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ

次の①～④のいずれにも該当すること。

① 事業所のすべての従業者に対し、従業者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い研修（外部にお

ける研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。

※「研修計画」について

・事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の

確保を定め、 

・従業者について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定すること。

② 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は事業所の従業者の技

術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。

※ 中山間地域等における小規模事業所加算確認表は、毎年３月（６ヶ月未満の事業所は随時）に

事業所の責任のもと確認作業を実施して下さい。 

その上で、届出内容に変更がある場合は、速やかに介護給付費算定届出書を提出してください。 

参考：平成21年4月改定関係Q&A（Vol.1）問３ 
⇒ 「６ Q&A （１）」（P.１７）を参照 

参考：平成21年4月改定関係Q&A（Vol.1）問11、13 
⇒ 「６ Q＆A （１）」（P.１９）を参照 
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※ 会議の開催について

・事業所においてサービス提供に当たる従業者のすべてが参加するものであること。

・実施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれての開催で

差し支えない。

・会議の開催状況の概要を記録すること。

・「定期的」とは、概ね一月に一回以上であること。 

※ 「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」について

少なくとも次に掲げる事項について、その変化の動向を含め記載すること。

・利用者のＡＤＬや意欲

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望

・家族を含む環境

・前回のサービス提供時の状況

・その他サービス提供に当たって必要な事項

③ 事業所のすべての従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。

※ 労働安全衛生法により定期に実施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない従業者

も含めて、少なくとも一年以内ごとに一回、事業主の費用負担により実施すること。 

☆新たに加算を算定しようとする場合にあっては、一年以内に実施されることが計画されていることをも

って足りるものとする。 

④ 事業所の介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の４０以上、又は介護福祉士、

実務者研修修了者及び旧介護職員基礎研修修了者の占める割合が100分の６０以上であること。

(2) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ

① (1)サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの①～③のいずれにも該当すること。

② 事業所の介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合が 100 分の３０以上、又は介護福祉士、

実務者研修修了者及び旧介護職員基礎研修修了者の占める割合が100分の５０以上であること。

※ 職員割合の算定方法について

ａ．【原則】常勤換算方法により算出した前年度4月～2月の平均とする。 

ｂ．【例外】前年度の実績が六月に満たない事業所（事業を開始・再開した場合を含む） 

→ 届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均とする

☆ 割合は毎月記録し所定割合を下回った場合は直ちに届出書を提出すること

（例）平成20年12月～21年2月の実績が基準に適合するとして、平成21年4月から加算 

の算定をするため3月に届出を行ったが、平成21年1月～3月の実績が基準を下回った 

場合は、事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成21年4月分の 

算定はできない。 

 

(9)介護職員処遇改善加算について（参考：集団指導資料（共通事項）介護職員処遇改善加算について） 

○介護職員処遇改善加算

・ 厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府

県知事に届け出た事業者が、利用者に対しサービス提供を行った場合に算定する。

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 介護報酬総単位数×５８／１０００ 

参考：平成21年4月改定関係Q&A（Vol.1）問10 
⇒ 「６ Q&A （１）」（P.１８）を参照 

参考：平成21年4月改定関係Q&A（Vol.1）問４ 
⇒ 「６ Q&A （１）」（P.１７）を参照 
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介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 介護報酬総単位数×４２／１０００ 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 介護報酬総単位数×２３／１０００ 

介護職員処遇改善加算（Ⅳ） 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）×９０／１００ 

介護職員処遇改善加算（Ⅴ） 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）×８０／１００ 

・ 基準に掲げる区分に従い、令和３年３月３１日迄の間において加算する。（Ⅳ）及び（Ⅴ）について

は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間において加算する。

○介護職員等特定処遇改善加算（新設、令和元年１０月１日～）

・ 厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道

府県知事に届け出た事業者が、利用者に対し訪問入浴のサービス提供を行った場合に算定する。

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）    介護報酬総単位数×２１／１０００

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）    介護報酬総単位数×１５／１０００

(10) サービス種類相互の算定関係について

・ 利用者が以下のサービスを受けている間は、原則として（介護予防）訪問入浴介護費は算定しない。 

① （介護予防）短期入所生活介護

② （介護予防）短期入所療養介護

③ （介護予防）特定施設入居者生活介護

④ （介護予防）小規模多機能型居宅介護

⑤ （介護予防）認知症対応型共同生活介護

⑥ 地域密着型特定施設入居者生活介護

⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑧ 複合型サービス

(11)訪問入浴介護サービスの行われる利用者の居宅について 

・ 介護保険法第８条（及び第８条の２）の定義上、要介護者（要支援者）の居宅において行われるもの

とされており、要介護者（要支援者）の居宅以外で行われるものは、算定できない。

※ 介護保険法において訪問入浴介護の提供ができるものとして扱われる施設（ただし、これらの施設が特定施設入居者

生活介護の指定を受けている場合は、原則として訪問入浴介護の対象とならない。）

① 老人福祉法第20条の４に規定する 養護老人ホーム

② 老人福祉法第20条の６に規定する 軽費老人ホーム

③ 老人福祉法第29条第1項に規定する 有料老人ホーム

（老人福祉施設、認知症対応型老人共同生活援助事業を行う住居その他厚生労働省令で定める施設でないもの）
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６ Q＆A 

（１）介護報酬関係Ｑ＆Ａ 

○サービス提供体制強化加算

（平成 21年 4月改定関係Ｑ＆Ａ抜粋）

（答） 

訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４において同じ。）ごとに研修計画を策定

されることとしているが、当該計画の期間については定めていないため、当該訪問介護員等の技能や経験

に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。 

また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに策定することとされているが、こ

の訪問介護員等ごとの計画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応じ、

職員をグループ分けして作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実施でき

るよう策定すること。 

（答） 

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施することが義務づけられた「常時使

用する労働者」に該当しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、１年以内ごとに１

回、定期的に医師による健康診断を、事業所の負担により実施することとしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健康診断については、労働安全衛生法

における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合につい

ては、他の医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含む。）を受診し、その者が当該健康診

断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用については本人負担

としても差し支えない（この取扱いについては、高齢者の医療の確保に関する法律により保険者が行う特

定健康診査については、同法第２１条により労働安全衛生法における健康診断が優先されることが定めら

れているが、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等については、同条の適用はないことから、

同様の取扱いとして差し支えない。）。 

（答） 

 同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う職種に限 

る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は別法人による事業 

の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営 

（問３）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研修の実施に係る要件の

留意事項を示されたい。 

（問４）特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健康診断の実施に係る要

件の留意事項を示されたい。 

（問５）同一法人内であれば、異なるサービス事業所（施設）における勤続年数や異なる業種（直接処遇

職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承継時にも通算でき

るのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 
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していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。 

    ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであったとしても、通算はできない。 

 

（答） 

   産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることができ

る。 

 

（答） 

   人員配置基準においても含めていないことから、当該加算においても対象として含まない。 

 

（答） 

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以下のように規定

されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなること

が明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなく

なった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月までの実績に

基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回っていた場合は、

その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取

扱いとなる。 

 

（平成27年4月改定関係Ｑ＆Ａ抜粋） 

（答） 

貴見のとおり。 

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届出にあっては、届出を行った月以降にお

いても、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合については毎月記録する必要がある。 

 

（問６） 産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（問７）ＥＰＡで研修に来ている者も当該加算の対象に含まれるのか。 

（問１０）「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととさ

れている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業所に

ついて、体制届出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

（問６３） サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、これまでと

同様に、１年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均（３月分を除

く。）をもって、運営実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開

した事業所）の場合は、４月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能となるということでいい

のか。 
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（答） 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロを同時に取得することはできな

い。 

また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たさないことが判明した

場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させることが可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イの算定要件を満たしていないが、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するための届出が可能であり、サービス提供体制

強化加算（Ⅰ）イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行うことが可能である。 

 

○その他加算について 

（答） 

特別地域加算対象地域又は中山間地域等における小規模事業所加算対象地域にある事業所が通常のサー

ビス実施地域を越えて別の中山間地域等に居住する利用者にサービスを提供する場合にあっては、算定可

能である。 

 

（答） 

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。 

 

○介護職員処遇改善加算について 

  介護職員処遇改善加算に係るQ＆Aについては、共通事項資料「介護職員処遇改善加算について」を参照

のこと。 

 

○集合住宅減算について 

  集合住宅減算に係るＱ＆Ａについては、別添「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ」（ｐ２２～）及

び別添「平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ」（ｐ２５～）を参照のこと。 

 

 

 

 

 

（問６４）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イとサービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロは同時に取得するこ

とは可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを取得していた事業所が、実

地指導等によって、介護福祉士の割合が60％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還と

なるのか。 

（問１１）特別地域加算（１５％）と中山間地域等に居住するものへのサービス提供加算（５％）、又は、

中山間地域等における小規模事業所加算（１０％）と中山間地域等に居住するものへのサービス提

供加算（５％）を同時に算定することは可能か。 

（問１３）月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそれ以外の地域（又

はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等かつ通常の実施地域外に居住している期

間のサービス提供分のみ加算の対象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算

の対象となるのか。 
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（２）その他のＱ＆Ａ 

Ｑ１ サービス利用提供前の健康診断（費用負担とサービス提供拒否）（平成13年3月28日 Ｑ＆Ａ Ⅱの1） 

（答） 

訪問介護、訪問入浴介護、通所介護については通常相当期間以上にわたって、集団的な生活を送るサー

ビスではないことから、必ずしも健康診断書の提出等による事前の健康状態の把握が不可欠であるとは言

えないが、サービス担当者会議における情報の共有や居宅療養管理指導による主治医からの情報提供等に

よっても健康状態の把握ができない場所に事業所として利用申込者に健康診断書の提出を求めることは可

能であり、その費用の負担については利用申込者とサービス提供事業者との協議によるものと考える。 

 しかし、そうした求めに利用申込者が応じない場合であっても、一般的にはサービス提供拒否の正当な

事由に該当するものではないと考えられる。 

Ｑ２ 訪問入浴介護と訪問介護の同時利用（必要が認められる場合）（平成15年6月30日 Ｑ＆Ａ 問３） 

（答） 

 利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則としている。ただし、例えば、家庭

の浴槽で全身入浴の介助をする場合など、訪問介護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーション

を、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯

に利用することが介護のために必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞ

れの所定単位数が算定される。 

 訪問入浴介護は看護職員１人と介護職員２名の３人体制による入浴介助を基本としており、当該訪問入

浴介護事業者とは別の訪問介護員等が同一時間帯に同一利用者に対して入浴その他の介助を行った場合に

は別に訪問介護費を算定できない。 

（問） サービスを提供する前に利用申込者に対し、健康診断を受けるように求めることはできるか。ま

た健康診断書作成にかかる費用の負担はどのように取り扱うべきか。（訪問介護、訪問入浴介護、

通所介護） 

（問）同一利用者が同一時間帯に訪問入浴介護と訪問介護を利用できるか。 
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●平成２７年度介護報酬改定に関する関係Q&A（平成27 年4 月1 日）

について【介護保険最新情報 Vol.454より抜粋】

【全サービス共通】 

○ 常勤要件について

問１ 

各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求められている場合、育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76 

号。以下「育児・介護休業法」という。）の所定労働時間の短縮措置の対象者につ

いて常勤の従業者が勤務すべき時間数を30 時間としているときは、当該対象者につ

いては30 時間勤務することで「常勤」として取り扱って良いか。 

（答） 

そのような取扱いで差し支えない。 

問２ 

 育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者がいる場合、常勤換算方法に

よる人員要件についてはどのように計算すれば良いか。 

（答） 

常勤換算方法については、従前どおり「当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事

業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は32 時間を基本

とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換

算する方法」であり、その計算に当たっては、育児・介護休業法の所定労働時間の短縮

措置の対象者の有無は問題にはならない。 

問３ 

 各事業所の「管理者」についても、育児・介護休業法第23 条第１項に規定する所

定労働時間の短縮措置の適用対象となるのか。 

（答） 

労働基準法第41 条第2 号に定める管理監督者については、労働時間等に関する規定

が適用除外されていることから、「管理者」が労働基準法第41 条第2 号に定める管理

監督者に該当する場合は、所定労働時間の短縮措置を講じなくてもよい。 

なお、労働基準法第41 条第2 号に定める管理監督者については、同法の解釈として、

労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者の意であり、名

称にとらわれず、実態に即して判断すべきであるとされている。このため、職場で「管

理職」として取り扱われている者であっても、同号の管理監督者に当たらない場合には、

所定労働時間の短縮措置を講じなければならない。 
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また、同号の管理監督者であっても、育児・介護休業法第23 条第1 項の措置とは別

に、同項の所定労働時間の短縮措置に準じた制度を導入することは可能であり、こうし

た者の仕事と子育ての両立を図る観点からは、むしろ望ましいものである。 

○ 地域区分

問４ 

 地域区分の変更については、システムへの対応は、一括で行われると思うが、各事

業所から地域区分の変更のみの届出は不要か。 

（答） 

平成２４年度介護報酬改定と同様、介護給付費算定に係る体制状況一覧については、

その内容に変更がある場合は届出が必要になるが、地域区分については該当する地域に

所在する事業所全てが変更になるもののため、指定権者において対応可能であれば届出

は必要ない。 

【訪問系サービス関係共通事項】 

○ 集合住宅減算について

問５ 

 月の途中に、集合住宅減算の適用を受ける建物に入居した又は当該建物から退居し

た場合、月の全てのサービス提供部分が減算の対象となるのか。 

（答） 

集合住宅減算については、利用者が減算対象となる建物に入居した日から退居した日

までの間に受けたサービスについてのみ減算の対象となる。 

月の定額報酬であるサービスのうち、介護予防訪問介護費、夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）

及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護費については、利用者が減算対象となる建物に

居住する月があるサービスに係る報酬（日割り計算が行われる場合は日割り後の額）に

ついて減算の対象となる。 

なお、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費については減算の対

象とならない。また、（介護予防）小規模多機能型居宅介護費及び看護小規模多機能型

居宅介護費については利用者の居所に応じた基本報酬を算定する。 

※ 平成24 年度報酬改定Q＆A（vol.１）（平成24 年3 月16 日）訪問系サービス関係共

通事項の問１は削除する。 

問６ 

 集合住宅減算について、「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」であって

も「サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきではないこ
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と」とされているが、具体的にはどのような範囲を想定しているのか。 

（答） 

集合住宅減算は、訪問系サービス（居宅療養管理指導を除く）について、例えば、集

合住宅の１階部分に事業所がある場合など、事業所と同一建物に居住する利用者を訪問

する場合には、地域に点在する利用者を訪問する場合と比べて、移動等の労力（移動時

間）が軽減されることから、このことを適正に評価するために行うものである。 

従来の仕組みでは、事業所と集合住宅（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人

ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。以下同じ。）が一体的な建築物に限り減

算対象としていたところである。 

今般の見直しでは、事業所と同一建物の利用者を訪問する場合と同様の移動時間によ

り訪問できるものについては同様に評価することとし、「同一敷地内にある別棟の集合

住宅」、「隣接する敷地にある集合住宅」、「道路等を挟んで隣接する敷地にある集合

住宅」のうち、事業所と同一建物の利用者を訪問する場合と同様に移動時間が軽減され

るものについては、新たに、減算対象とすることとしたものである。 

このようなことから、例えば、以下のケースのように、事業所と同一建物の利用者を

訪問する場合とは移動時間が明らかに異なるものについては、減算対象とはならないも

のと考えている。 

・ 広大な敷地に複数の建物が点在するもの（例えば、ＵＲ（独立行政法人都市再生機

構）などの大規模団地や、敷地に沿って複数のバス停留所があるような規模の敷地） 

・ 幹線道路や河川などにより敷地が隔てられており、訪問するために迂回しなければ

ならないもの

問７ 

「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」に該当するもの以外の集合住宅に

居住する利用者に対し訪問する場合、利用者が１月あたり２０人以上の場合減算の

対象となるが、算定月の前月の実績で減算の有無を判断することとなるのか。 

（答） 

算定月の実績で判断することとなる。 

問８ 

 「同一建物に居住する利用者が1 月あたり20 人以上である場合の利用者数」とは、

どのような者の数を指すのか。 

（答） 

この場合の利用者数とは、当該指定訪問介護事業所とサービス提供契約のある利用者

のうち、該当する建物に居住する者の数をいう。（サービス提供契約はあるが、当該月

において、訪問介護費の算定がなかった者を除く。） 
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問１１ 

 集合住宅減算について、サービス提供事業所と建物を運営する法人がそれぞれ異な

る法人である場合にはどのような取扱いとなるのか。 

（答） 

サービス提供事業所と建物を運営する法人が異なる場合も減算対象となる。 
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●平成３０年度介護報酬改定に関する関係Q&A（平成30 年3 月22 日）

について【介護保険最新情報 Vol.629より抜粋】

【訪問系サービス関係共通事項】 

○ 事業所と同一建物の利用又はこれ以外の同一建物の利用者２０人以上にサ

ービスを行う場合の減算（集合住宅減算） 

問２ 

 集合住宅減算についてはどのように算定するのか。 

（答） 

  集合住宅減算の対象となるサービスコードの所定単位数の合計に対して減算率を

掛けて算定をすること。 

  なお、区分支給限度基準額を超える場合、区分支給限度基準額の管理に際して、区

分支給限度基準額の超過分に同一建物減算を充てることは出来ないものとする。 
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７ 変更の届出等の手続きについて  

 訪問入浴介護事業者、介護予防訪問入浴介護事業者は、介護保険法に定める事項等の変更、若しくは

事業の廃止、休止又は再開をしたときは、その旨を知事に届け出なければなりません。 

（各様式については、各保健福祉事務所 長寿介護課のホームページにあります。） 

 

(1) 届出を要する事項の変更の届出 

【届出を要する事項及び添付書類等】 
  変更届提出書類一覧（チェック用）に記載する訪問入浴に記載する書類が必要になります。 
  提出書類以外にも必要に応じて追加で書類の提出を求めることがあります。 

【届出の時期】 

 変更があったときから１０日以内 

【届出部数】 

 １部 

【届出先】 

各保健福祉事務所 長寿介護課 

【注意事項】 

 備品・設備についての提出漏れが見受けられますのでご注意ください。 

 

(2) 居宅サービス費・介護予防サービス費の請求に関する事項の変更の届出 

【届出を要する事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提出書類】 

・ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞ （別紙２） 

・ 介護給付費算定体制等一覧表 （別紙１、別紙１－２） 

～ 以下は、該当事項に応じて適宜必要な書類 ～ 

・ 中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）確認表 

・ サービス提供体制強化加算に関する届出書 （別紙１２） 

・ サービス提供体制強化加算要件確認表① 

・ 指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について（別紙５） 

・ その他必要書類 
 

【届出の時期】 

  加算等を行う月の前月の１５日以前（詳細は、下記留意事項を参照してください。） 
 

【届出部数】 

  １部 
 

① 他該当する体

制等 

a 特別地域加算 

b 中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況） 

c 中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況） 

d サービス提供体制強化加算 

e介護職員処遇改善加算 

② 割引 
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【届出先】 

  各保健福祉事務所 長寿介護課 

(3) 事業の再開の届出

【提出書類】 

・ 再開届出書 （第３の２号様式）

・ 付表２

・ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （参考様式１）

・ その他必要書類

【届出の時期】 

  再開したときから１０日以内 

【届出部数】 

 １部 

【届出先】 

各保健福祉事務所 長寿介護課 

(4) 事業の廃止・休止の届出

【提出書類】 

① 廃止

・ 廃止届出書 （第４号様式）

② 休止

・ 休止届出書 （第４号様式）

【届出の時期】 

  廃止又は休止する日の一月前まで 

【届出部数】 

 １部 

※ 届出に当たっての留意事項

① 届出に係る加算等の算定の開始時期

届け出に係る加算等のうち算定される単位数が増えるものについては、適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅

介護支援事業者の対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月15日以前になされた場合には翌月から、16日以

降になされた場合には翌々月から、算定を開始することとなります。

② 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな

場合には、速やかにその旨の届出をしてください。

また、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとし、この場合に、届出を行

わず、当該算定について請求を行った場合には、不正請求となり、支払われた介護給付費は不当利得となり、返還措置

を講ずることとなりますので注意してください。 

※ 居宅サービス費・介護予防サービス費の請求に関する事項の変更により、運営規程等の届出事項が変更となる場合は、

そちらの変更も必要となりますので、あわせて提出してください。
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【届出先】 

各保健福祉事務所 長寿介護課 

補足 

※ 指定更新申請の注意点

○６年毎に更新しなければならない。

○休止中は更新できない。

（更新する場合は、期限が切れる前に再開する必要がある。）

○更新予定日（有効期限満了日の翌日）の１４日前までに申請書類を提出すること。
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訪
介

入
浴

訪
看

訪
リ

療
養

通
介

通
リ

貸
与

販
売

確認 書類名　（※印については変更の時のみ）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 変更届出書 第３号様式

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 付表 サービス毎

事業所（施設）の名称 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 運営規程　（□新　・　□旧） － 変更箇所を明示

□ 運営規程　（□新　・　□旧） － 変更箇所を明示

□ 土地・建物登記簿謄本（原本）、賃貸借契約書等 －

□ 平面図・位置図 －

□ 登記簿謄本（原本）※ － みなし事業所は提出不要

□ 運営規程　（□新　・　□旧） － 変更箇所を明示

□ 業務管理体制に係る届出書（変更） 第2号様式 みなし事業所は提出不要

□ 誓約書 参考様式6

□ 登記簿謄本（原本） － みなし事業所は提出不要

□ 業務管理体制に係る届出書（変更） 第2号様式 みなし事業所は提出不要

□ 登記簿謄本（原本）※ －

□ 条例※　（□新　・　□旧） － 変更箇所を明示

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 平面図　（□新　・　□旧） － 変更箇所を明示

○ ○ △ ○ ○ □ 設備・備品一覧表 参考様式3

備品 ○ □ 設備・備品一覧表 参考様式3

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 参考様式1

□ 誓約書　 参考様式6

○ □ 資格証

□ サービス提供責任者経歴書(資格証提出の場合は不要) 参考様式9 減員は不要

□ 資格証 減員は不要

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 参考様式1

□ サービス提供責任者配置人数確認表 参考様式1-1

運営規程 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 運営規程　（□新　・　□旧） 変更箇所を明示

　営業日、営業時間に変更のある場合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 参考様式1

　宿泊サービスの実施内容に変更のある場合 ○ □ 宿泊サービス実施に関する変更届出書 別添様式

契約書 変更箇所を明示

運営規程　（□新　・　□旧）

□ 事業所の種別がわかる書類

□
介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

別紙2

別紙1、1-2

□ 運営規程　（□新　・　□旧） 変更箇所を明示

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 参考様式1

□ 資格証

□ 運営規程　（□新　・　□旧） 変更箇所を明示

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 参考様式1

□ 契約書

□ 消毒保管手順書

□ 運営規程　（□新　・　□旧） 変更箇所を明示

○

○ ○

福祉用具の保管・消毒方法
（委託の場合は、委託先の状況）

○

利用者、入所者又は入院患者の定員

○

提供する居宅療養管理指導の種類

□

事業所の種別 ○ ○

協力医療機関（病院）
協力歯科医療機関

○

○ ○ ○ ○

サービス提供責任者の氏名、生年月日
住所及び経歴

○

事業所（施設）の管理者の氏名、生年月
日及び住所

○ ○ ○ ○ ○

△ ○ △ ○ ○

事業所（施設）の建物の構造
専用区画等

○ ○ ○ ○ ○

登記事項証明書・条例等
（当該事業に関するもの）

○ ○ △ △

○ ○ ○ ○ ○

代表者（開設者）の氏名、生年月日
及び住所

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

申請者の名称・
主たる事務所の所在地

○ ○ ○ ○

変更届出共通

事業所（施設）の所在地 ○ ○ ○ ○

変更届出提出書類一覧（チェック用）

訪介：訪問介護、入浴：訪問入浴、訪看：訪問看護、訪リ：訪問リハ、療養：居宅療養、通介：通所介護、通リ：通所リハ、貸与：福祉用具貸与、販売：福祉用具販売
△：みなし事業所は提出不要

変更届出が必要な事項
届出対象サービス 提出書類

様式 備考
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訪
介

入
浴

訪
看

訪
リ

療
養

通
介

通
リ

貸
与

販
売

確認 書類名

事業所（施設）の名称

事業所（施設）の所在地

主たる事務所の所在地、法人の名称

代表者（開設者）の氏名、
生年月日並びに住所及び職名

定款・寄附行為　及び
その登記事項証明書・条例等
（当該事業に関するもの）

事業所（施設）の管理者の氏名
及び住所

サービス提供責任者の氏名及び住所

運営規程

訪
介

入
浴

訪
看

訪
リ

療
養

通
介

通
リ

貸
与

販
売

確認 書類名

変更後10日を過ぎての届出 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 遅延理由書 申請者の押印のあるもの

市町村を跨がる所在地変更（№2の届出） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □ 新たな事業所番号の付与

その他
届出対象サービス 提出書類

様式 備考

□
老人居宅生活支援事業　変更届
　又は
老人デイサービスセンター変更届

第1号様式の3

第3号様式の2

【通所介護について】

特別養護老人ホーム等に併設
し、当該施設の食堂・機能訓練
室・静養室・浴室を共用する場合
→「老人居宅生活支援事業」

それ以外
→「老人デイサービスセンター」

提出書類
様式 備考

○ ○

老人福祉法の届出が必要な事項
届出対象サービス
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１　各加算に共通して提出が必要な書類

番号 確認 提出書類
提出時の留意事項

(詳細は、報酬基準・各様式備考等を確認）
様式

1 □ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 別紙2

2 □ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 別紙1、別紙1-2

２　加算ごとに提出が必要な書類（以下に記載の無い加算等については、上記１のみの提出で可）

番号 確認 提出書類
提出時の留意事項

(詳細は、報酬基準・各様式備考等を確認）
様式

1 □ サービス提供体制強化加算に関する届出書 別紙12

2 □ サービス提供体制強化加算要件確認表①（介護福祉士等の割合の要件） 小数点2以下の切捨て処理に注意すること ＨＰに別途様式掲載

3 □
資格証・研修修了証（写）：介護福祉士・実務者研修修了者・基礎研修課
程修了者

4 □ 研修計画

5 □ 会議録 原則ＰＣにより作成されたもの

6 □ 就業規則・健康診断のお知らせ等 定期的な健康診断の実施のあることがわかる資料

1 □ 中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）確認表 ＨＰに別途様式掲載

1 □ 計画書、就業規則、労働保険に加入していることがわかる書類等 健康長寿推進課ＨＰ参照

中山間地域等における小規模事業所加算

【訪問入浴】介護給付費算定に係る届出　提出書類一覧（チェック用）

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ・（Ⅰ）ロ

介護職員処遇改善加算
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番号 確認 提出書類
訪問
介護

訪問
入浴
（予防）

訪問
看護
（予防）

訪問
リハ
（予防）

居宅
療養
（予防）

通所
介護

通所
リハ
（予防）

用具
貸与
（予防）

用具
販売
（予防）

様式

1 □ 指定更新申請書 ○ ○ ○ △ △ ○ △ ○ ○ 第1号様式の3

2 □ 付表 ○ ○ ○ △ △ ○ △ ○ ○ 各サービスに応じたもの

3 □ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 ○ ○ ○ △ △ ○ △ ○ ○ 参考様式1

4 □ サービス提供責任者配置人数確認表 ○ 参考様式1-1

5 □ 誓約書 ○ ○ ○ △ △ ○ △ ○ ○ 参考様式6

6 □ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 ○ ○ ○ △ △ ○ △ ○ 別紙1、1-2

1 □ 再開届出書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 第3号の2様式

2 □ 付表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 各サービスに応じたもの

3 □ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 参考様式1

4 □ サービス提供責任者配置人数確認表 ○ 参考様式1-1

5 □ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 別紙1、1-2

6 □ 事業所規模確認表（算定区分確認表） ○ ○ HPに別途様式掲載

7 □ 加算ごとに必要となる各種添付書類 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 □ 廃止・休止届出書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 第4号様式

指定更新申請、再開・休止・廃止届に係る提出書類一覧（チェック用）

※△：みなし事業所は提出不要

指定更新

再開

休止・廃止
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別添資料 １ 

○居宅サービス計画に基づくサービスの提供

山梨県指定居宅サービス等の事業に関する基準等を定める条例

平成２４年１２月２７日 山梨県条例第５８号

条例第５８条（準用第１６条） 

 指定訪問入浴介護事業者は、居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿

った指定訪問入浴介護を提供しなければならない。 

介護支援専門員 

  居宅サービス計画書 

第１表 第２表 

・ 基本的な事項 ・ 生活全般の解決すべき課題

・ 利用者および家族の介護に対する意向 ・ 援助目標（長期目標・短期目標）

・ 総合的な援助の方針 ・ 長期目標・短期目標についての期間

・ 生活援助中心型の算定理由 ・ サービス内容

・ 生活全般の解決すべき課題 ・ 保険給付の対象か否かの区分

・ 援助目標（長期目標・短期目標） ・ サービス種別

・ ・ 頻度・期間

第３表 

・ 週単位の、各曜日、時間帯ごとのサービス内容

・ 週単位以外のサービス

利用者・家族に説明し、文書による同意を得て交付 

交付された居宅サービス計画を基に 

訪問入浴介護事業者 

・ 利用者の心身の状況

・ 利用者の希望

・ 利用者の置かれている環境 を踏まえ・・・ 

訪問入浴介護を提供する！ 
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新しい居宅サービス計画書に基づいて 

訪問入浴介護を提供していく。 

～補足～ 

訪問入浴介護は以上の流れで行われていきます。 

訪問入浴では、個別計画の作成義務はありませんが、作成を妨げるものではありません。 

しかし、作成するのであれば、既存の居宅サービス計画に沿った計画にする必要がありま

す。（計画に沿ったものにするとは、計画内容を全て転記するということではありません。） 

つまり、基となる居宅サービス計画が変更になった場合は、訪問入浴介護で個別に作成し

た計画も変更する必要があるということです。 

短期目標の期間が切れると、新し

い居宅サービス計画書が交付さ

れる 
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①６か月以上の事業所

平均延訪問回数《実利用者数》確認表

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（a)÷営業月数=(ｂ）

②６か月未満の事業所

平均延訪問回数《実利用者数》確認表
３０年 ２年
１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

直近三
月計（a)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ）平均(ｂ） 平均(ｂ)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

訪問リハビリテーション 平均延訪問回数３０回以下 平均延訪問回数１０回以下

・上記以外の事業所は、②により計算すること。

訪問介護

居宅ｻｰﾋﾞｽ

平均延訪問回数１００回以下

平均延訪問回数５回以下

１３：訪問看護

６２：介護予防入浴訪問介護

６３：介護予防訪問看護

１１：訪問介護

１４：訪問リハビリテーション ６４：介護予防訪問リハビリテーション

　事業所名称を記載してください

　事業所番号を記載してください

平均延訪問回数５回以下

平均実利用者数５人以下

平均延訪問回数５回以下

訪問看護

福祉用具貸与

居宅療養管理指導

平均実利用者数１５人以下

平均延訪問回数５０回以下

訪問入浴

平均延訪問回数２００回以下

平均延訪問回数２０回以下

届出月の直近の三月における月ごとの延訪問回数《実利用者》を算定し合計した数を、３で割って月平均を算定す
る。

（a)÷３=(ｂ）

※平均延訪問回数《実利用者数》については、毎月ごとに記録し、所定の回数《人数》を上回った場
合は、直ちに届出を提出すること。

予防ｻｰﾋﾞｽ

　～　【参考】小規模要件　～

別添資料 ３

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）確認表（令和元年度版）

平成３０年 平成３１年

・３月３１日現在で、新規開始又は再開してから６か月以上の実績のある事業所は①により計算すること。

月ごとに延訪問回数《実利用者数》を算定し合計した数を、営業月数で割って月平均を算定する。

◎計算の結果、「小規模に該当する」場合は、保健福祉事務所（長寿介護課）あて、「介護給付費算定に係
る体制等に関する届出書」に添付して、届出を行うこと。

ｻｰﾋﾞｽ種別

（該当サービスに○印）

１７：福祉用具貸与

１２：訪問入浴介護

３１年 元年

６７：介護予防福祉用具貸与

平均(ｂ）計（a)

３１：居宅療養管理指導 ３４：介護予防居宅療養管理指導
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別
添

資
料
４

基
準

指
導
項
目

指
導
内
容

人
員

常
勤
職
員
の
配
置

訪
問
入
浴
介
護
従
業
者
の
う
ち
１
人
以
上
は
、
常
勤
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
こ
の
常
勤
と
し
て
位
置
づ
け
配
置
し
て
い
る
職
員
に
、
当
該
法
人
の
他
の
業
務

に
従
事
さ
せ
て
い
た
。
常
勤
と
し
て
訪
問
入
浴
の
業
務
に
従
事
す
る
体
制
と
す
る
こ
と
。

人
員

職
員
配
置

同
一
法
人
の
運
営
す
る
同
一
敷
地
内
に
あ
る
他
の
介
護
保
険
指
定
事
業
所
の
職
員
が
、
重
要
事
項
等
の
説
明
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
方
法
、
サ
ー

ビ
ス
担
当
者
会
議
等
へ
の
出
席
等
の
業
務
を
担
っ
て
い
る
状
況
が
確
認
さ
れ
た
。
当
該
業
務
に
つ
い
て
は
、
管
理
者
が
中
心
と
な
り
、
当
該
指
定
訪
問
入
浴
介

護
事
業
所
の
職
員
が
担
う
も
の
で
あ
る
た
め
、
同
一
法
人
の
職
員
で
あ
っ
て
も
当
該
指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
所
の
職
員
以
外
の
者
が
従
事
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
た
め
、
今
後
は
同
様
の
こ
と
が
な
い
よ
う
留
意
す
る
こ
と
。

設
備

設
備
に
関
す
る
基
準

介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
上
必
要
な
記
録
等
の
書
類
の
保
管
が
法
人
の
他
事
業
と
同
一
の
場
所
に
保
管
さ
れ
て
お
り
、
他
事
業
の
従
業
員
も
書
類
等
を
簡
単
に
閲

覧
可
能
な
状
態
と
さ
れ
て
い
た
。
訪
問
入
浴
介
護
事
業
所
に
お
い
て
他
事
業
と
同
一
の
事
務
室
を
使
用
す
る
場
合
、
他
の
事
業
の
用
に
供
す
る
も
の
と
明
確
に

区
分
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
訪
問
入
浴
介
護
事
業
所
の
み
で
使
用
す
る
専
用
の
保
管
ス
ペ
ー
ス
を
設
け
る
よ
う
是
正
す
る
こ
と
。

重
要
事
項

重
要
事
項
の
説
明
及
び
同
意

(１
)重
要
事
項
説
明
書
の
同
意
に
つ
い
て
、
全
て
の
利
用
者
に
お
い
て
家
族
が
代
筆
し
て
い
た
。
理
由
は
、
訪
問
入
浴
介
護
の
利
用
者
は
自
筆
す
る
こ
と
が
難
し

い
か
ら
と
い
う
こ
と
で
あ
る
が
、
一
律
に
家
族
か
ら
代
筆
し
て
も
ら
う
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
。
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
開
始
に
つ
い
て
は
利
用
申
込
者
の
同
意
を
得
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
た
め
、
利
用
者
か
ら
同
意
を
得
た
上
で
、
自
筆
が
困
難
で
あ
る
場
合
に
限
り
代
筆
と
す
る
こ
と
。

(２
)重
要
事
項
説
明
書
に
利
用
申
込
者
又
は
家
族
へ
の
説
明
及
び
利
用
申
込
者
が
同
意
し
た
日
付
が
な
か
っ
た
た
め
、
記
載
す
る
こ
と
。

受
給
資
格

受
給
資
格
等
の
確
認

利
用
者
の
被
保
険
者
証
が
確
認
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
あ
っ
た
。
指
定
訪
問
入
浴
介
護
の
利
用
に
係
る
費
用
に
つ
き
保
険
給
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
の

は
、
要
介
護
認
定
を
受
け
て
い
る
被
保
険
者
に
限
ら
れ
て
い
る
。
指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
指
定
訪
問
入
浴
介
護
の
提
供
を
求
め
ら
れ
た
場
合
は
、
そ

の
者
の
提
示
す
る
被
保
険
者
証
に
よ
り
、
被
保
険
者
資
格
、
要
介
護
認
定
の
有
無
及
び
要
介
護
認
定
の
有
効
期
間
を
確
か
め
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
必
ず
確

認
を
行
う
こ
と
。

居
宅
介
護
支
援

事
業
者
等
と
の

連
携

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
へ
の
出

席

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
に
出
席
し
て
い
な
か
っ
た
事
例
が
あ
っ
た
。
従
業
員
数
が
少
な
い
た
め
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
あ
る
日
は
出
席
で
き
な
い
こ
と
も
あ
る
と
い
う

こ
と
だ
が
、
指
定
訪
問
入
浴
介
護
の
提
供
に
当
た
っ
て
は
、
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
等
を
通
じ
て
利
用
者
の
心
身
の
状
況
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
、
他
の
保

健
医
療
サ
ー
ビ
ス
又
は
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
状
況
等
の
把
握
に
努
め
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
　
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
で
話
し
合
わ
れ
た
利
用
者
に
関
す
る

情
報
は
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
行
う
上
で
重
要
な
情
報
と
な
る
の
で
、
介
護
支
援
専
門
員
と
調
整
を
図
り
、
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
に
出
席
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ

と
。
ど
う
し
て
も
出
席
で
き
な
い
場
合
に
は
、
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
の
内
容
を
介
護
支
援
専
門
員
に
確
認
し
て
お
く
こ
と
。

居
宅
介
護
支
援

事
業
者
等
と
の

連
携

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
の
記
録

介
護
支
援
専
門
員
が
開
催
す
る
サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
の
内
容
が
記
録
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
あ
っ
た
。
利
用
者
の
心
身
の
状
況
や
希
望
等
の
情
報
が
含
ま

れ
て
い
る
た
め
、
介
護
支
援
専
門
員
か
ら
担
当
者
会
議
の
記
録
の
提
供
を
受
け
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
困
難
な
場
合
は
事
業
所
の
出
席
者
が
会
議
内
容
に
つ

い
て
記
録
を
残
す
こ
と
。
な
お
、
記
録
を
行
う
際
は
、
開
催
日
、
開
催
場
所
、
出
席
者
、
検
討
内
容
、
結
論
及
び
残
さ
れ
た
課
題
等
、
そ
の
他
利
用
者
に
関
わ
る
重

要
な
情
報
を
記
録
す
る
こ
と
。

ケ
ア
プ
ラ
ン

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
受
領
に

つ
い
て

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
が
無
い
期
間
を
確
認
し
た
。
指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
が
作
成
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
当
該
計
画
に
沿
っ
た

指
定
訪
問
入
浴
介
護
を
提
供
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
に
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
交
付
に
つ
い
て
確
認
を
行
う
こ
と
。

ケ
ア
プ
ラ
ン

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
沿
っ
た

提
供

利
用
者
の
希
望
に
よ
り
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
回
数
が
変
更
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
か
ら
、
変
更
後
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
交
付

を
受
け
な
い
ま
ま
、
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
た
事
例
を
確
認
し
た
。

利
用
者
の
状
態
の
変
化
等
に
よ
り
、
サ
ー
ビ
ス
の
追
加
が
必
要
と
な
っ
た
場
合
は
、
新
た
な
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
交
付
を
受
け
た
上
で
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を

行
う
こ
と
。

　
【

 訪
問

入
浴

介
護

  
過

去
の

実
地

指
導

に
お

け
る

主
な

指
導

事
項

 】
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基
準

指
導
項
目

指
導
内
容

　
【

 訪
問

入
浴

介
護

  
過

去
の

実
地

指
導

に
お

け
る

主
な

指
導

事
項

 】

ケ
ア
プ
ラ
ン

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
等
の
変
更

の
援
助

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
明
記
さ
れ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
開
始
時
間
及
び
提
供
所
要
時
間
と
、
実
際
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
間
と
の
間
に
、
恒
常
的
に
乖
離
が

あ
っ
た
。

指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
利
用
者
が
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
変
更
を
希
望
す
る
場
合
は
、
当
該
利
用
者
に
係
る
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
へ
の
連
絡
そ

の
他
の
必
要
な
援
助
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
と
連
携
し
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
見
直
し
を
は
か
る
こ
と
。

ケ
ア
プ
ラ
ン

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
交
付
に

つ
い
て

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
記
載
さ
れ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
頻
度
と
実
際
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
回
数
に
齟
齬
が
あ
っ
た
事
例
が
見
ら
れ
た
。
利
用
者
の
心
身
の
状
況

等
に
よ
り
サ
ー
ビ
ス
内
容
の
変
更
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
場
合
は
、
担
当
す
る
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
に
連
絡
し
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
を
作
成
し
直
し
て
も
ら

い
、
交
付
を
受
け
る
こ
と
。

ケ
ア
プ
ラ
ン

要
介
護
認
定
期
間
を
超
え
た
居

宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
よ
る
サ
ー
ビ

ス
提
供

要
介
護
認
定
期
間
を
超
え
た
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
基
づ
い
た
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
し
て
い
る
事
例
が
あ
っ
た
。
担
当
の
介
護
支
援
専
門
員
に
対
し
、
適
切
な
居

宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
作
成
及
び
交
付
を
要
請
し
、
利
用
者
の
状
況
に
沿
っ
た
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
こ
と
。

身
分
証

身
分
を
証
す
る
書
類
の
未
発
行

法
人
と
し
て
の
身
分
証
は
発
行
さ
れ
て
い
る
が
、
指
定
訪
問
入
浴
事
業
所
と
し
て
の
身
分
を
証
す
る
書
類
が
発
行
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
訪
問
入
浴
介
護
従
事
者
に
身
分
を
証
す
る
書
類
を
携
行
さ
せ
、
初
回
訪
問
時
及
び
利
用
者
又
は
そ
の
家
族
か
ら
求
め
ら
れ

た
と
き
は
、
こ
れ
を
掲
示
し
な
け
な
ら
な
い
。
　
　
　
事
業
所
の
名
称
・
従
業
者
の
氏
名
を
記
載
し
た
身
分
証
を
発
行
し
、
携
行
さ
せ
る
こ
と
。
　
　
こ
の
証
書
等
に
は
、

当
該
従
業
者
の
写
真
の
貼
付
や
職
能
の
記
載
が
望
ま
し
い
。

サ
ー
ビ
ス
の
提

供
記
録

具
体
的
な
内
容
の
サ
ー
ビ
ス
提

供
記
録

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
記
録
が
、
提
供
日
や
利
用
者
の
健
康
チ
ェ
ッ
ク
、
入
浴
の
有
無
、
医
療
処
置
の
み
が
記
載
さ
れ
て
お
り
、
提
供
し
た
具
体
的
な
サ
ー
ビ
ス
内
容

等
が
記
載
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
指
定
訪
問
入
浴
介
護
を
提
供
し
た
際
に
は
、
提
供
日
、
提
供
し
た
具
体
的
な
サ
ー
ビ
ス
内
容
、
利
用
者
の
心
身
の
状
況
そ
の
他

必
要
な
事
項
を
記
録
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
提
供
し
た
具
体
的
な
サ
ー
ビ
ス
内
容
や
利
用
者
の
心
身
の
状
況
に
つ
い
て
も
記
録
し
て
お
く
こ
と
。

サ
ー
ビ
ス
の
提

供
記
録

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
記
録
の
未
記

載
等

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
記
録
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
事
例
や
記
載
す
る
「
提
供
日
」
に
誤
り
の
あ
る
事
例
が
見
ら
れ
た
。
　
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
記
録
は
、
適
正
な
介

護
給
付
費
算
定
に
必
要
な
根
拠
と
な
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
記
載
に
誤
り
が
な
い
よ
う
留
意
し
て
お
く
こ
と
。

利
用
料

領
収
証
の
交
付

医
療
費
控
除
の
対
象
と
な
る
利
用
者
に
交
付
す
る
領
収
証
に
つ
い
て
、
控
除
対
象
と
な
る
金
額
は
記
載
さ
れ
て
い
が
、
記
載
す
べ
き
必
須
事
項
の
一
部
（
居
宅

サ
ー
ビ
ス
計
画
を
作
成
し
た
事
業
者
の
名
称
）
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
か
っ
た
。
　
様
式
を
見
直
す
な
ど
の
方
法
よ
り
是
正
す
る
こ
と
。

利
用
料

領
収
証
の
交
付

医
療
費
控
除
の
対
象
と
な
る
利
用
者
に
交
付
す
る
領
収
証
に
つ
い
て
、
控
除
対
象
と
な
る
金
額
は
記
載
さ
れ
て
い
た
が
、
訪
問
看
護
、
訪
問
リ
ハ
、
居
宅
療
養
、

通
所
リ
ハ
、
短
期
入
所
療
養
の
サ
ー
ビ
ス
を
併
用
し
て
い
な
い
者
に
対
し
て
も
、
控
除
対
象
と
し
て
金
額
が
記
載
さ
れ
て
い
た
。
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
よ
り
医
療

系
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
あ
る
か
確
認
し
た
上
で
、
適
正
な
領
収
証
の
交
付
を
行
う
こ
と
。

具
体
的
取
扱
方

針
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
責
任
者
の
選

任

訪
問
入
浴
介
護
の
提
供
時
に
選
任
が
必
要
な
「
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
責
任
者
（
以
下
責
任
者
と
い
う
。
）
」
に
つ
い
て
、
介
護
職
員
を
兼
務
す
る
管
理
者
の
サ
ー
ビ

ス
提
供
時
に
は
、
当
該
管
理
者
が
責
任
者
と
し
て
選
任
さ
れ
て
い
た
が
、
管
理
者
が
サ
ー
ビ
ス
提
供
し
な
い
際
に
責
任
者
が
選
任
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
つ
い
て

は
、
必
要
な
責
任
者
を
選
任
す
る
よ
う
是
正
す
る
こ
と
。
な
お
責
任
者
と
は
、
入
浴
介
護
に
関
す
る
知
識
や
技
術
を
有
し
、
衛
生
管
理
や
入
浴
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

に
当
た
っ
て
他
の
従
業
者
に
対
し
作
業
手
順
な
ど
適
切
な
指
導
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
者
で
あ
る
。

管
理
者

管
理
者
の
責
務

管
理
者
は
事
業
所
運
営
全
般
に
係
る
業
務
管
理
を
行
う
一
元
的
に
行
う
必
要
が
あ
る
が
、
他
事
業
所
と
の
兼
務
従
業
員
の
管
理
等
、
業
務
管
理
が
一
部
適
正

に
行
わ
れ
て
い
な
い
事
例
が
見
ら
れ
た
。
当
該
管
理
者
は
業
務
に
支
障
が
な
い
と
の
こ
と
で
他
事
業
所
（
通
所
介
護
等
）
の
業
務
を
兼
務
し
て
い
た
が
、
訪
問
入

浴
介
護
事
業
所
の
運
営
管
理
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
な
い
た
め
、
管
理
者
が
適
切
に
責
務
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
改
善
す
る
こ
と
。
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運
営
規
程

運
営
規
程
の
変
更

運
営
規
定
上
の
営
業
日
に
つ
い
て
実
態
と
異
な
る
の
で
、
勤
務
体
制
の
見
直
し
或
い
は
運
営
規
程
の
変
更
を
検
討
の
う
え
是
正
す
る
こ
と
。

運
営
規
程

運
営
規
程
の
変
更

運
営
規
程
に
記
載
さ
れ
て
い
る
職
員
の
職
種
、
員
数
及
び
職
務
内
容
が
実
態
と
異
な
っ
て
い
た
。
つ
い
て
は
、
運
営
規
程
の
変
更
を
行
い
、
変
更
事
項
に
つ
い
て

県
に
届
出
を
行
う
こ
と
。

勤
務
体
制

勤
務
表
の
作
成

勤
務
表
が
作
成
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
利
用
者
に
対
し
適
切
な
指
定
訪
問
入
浴
介
護
を
提
供
で
き
る
よ
う
、
従
業
者
の
勤
務

体
制
を
定
め
て
お
く
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
勤
務
表
は
、
原
則
月
ご
と
に
作
成
し
、
日
々
の
勤
務
時
間
、
職
務
の
内
容
、
常
勤
・
非
常
勤
の
別
、
管
理
者
と
の
兼
務
関

係
等
を
明
確
に
し
て
お
く
こ
と
。

勤
務
体
制

勤
務
時
間
の
管
理

従
業
員
が
毎
朝
出
勤
簿
に
押
印
す
る
こ
と
で
勤
務
状
況
の
確
認
を
し
て
い
る
事
例
が
あ
っ
た
。
出
勤
簿
に
は
、
勤
務
し
た
時
間
の
記
載
が
な
い
た
め
、
こ
れ
で
は

勤
務
実
績
が
把
握
で
き
な
い
。
勤
務
時
間
を
適
正
に
把
握
す
る
た
め
、
従
業
員
の
始
業
及
び
終
業
時
刻
を
記
載
す
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

衛
生
管
理

衛
生
状
態
へ
の
配
慮

サ
ー
ビ
ス
提
供
時
に
使
用
す
る
タ
オ
ル
類
が
倉
庫
内
で
む
き
出
し
状
態
で
、
そ
の
備
品
や
保
存
文
書
等
と
も
に
保
管
さ
れ
て
い
た
。
皮
膚
に
直
に
接
す
る
タ
オ
ル

類
等
に
つ
い
て
は
、
安
全
清
潔
な
も
の
を
使
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
衛
生
状
態
を
保
つ
こ
と
が
で
き
る
状
態
で
保
管
を
行
う
こ
と
。

掲
示

重
要
事
項
の
未
掲
示

指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
事
業
所
の
見
や
す
い
場
所
に
、
運
営
規
程
の
概
要
、
訪
問
入
浴
介
護
従
業
者
の
勤
務
の
体
制
、
そ
の
他
の
利
用
申

込
者
の
サ
ー
ビ
ス
の
選
択
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
る
重
要
事
項
を
掲
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
掲
示
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
利
用
者
の
サ
ー
ビ

ス
選
択
に
資
す
る
よ
う
見
や
す
い
場
所
に
掲
示
す
る
こ
と
。

掲
示

掲
示
内
容
の
不
備

事
業
所
内
に
掲
示
す
べ
き
重
要
事
項
に
つ
い
て
は
、
運
営
規
程
の
内
容
、
勤
務
体
制
、
サ
ー
ビ
ス
選
択
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る

が
、
必
要
事
項
が
未
記
載
で
あ
っ
た
も
の
や
記
載
内
容
が
最
新
の
状
況
と
相
違
し
て
い
る
事
例
が
見
ら
れ
た
。
つ
い
て
は
、
是
正
を
行
う
こ
と
。

秘
密
保
持
等

従
業
者
の
秘
密
保
持

指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
に
は
、
過
去
に
当
該
事
業
所
の
従
業
者
で
あ
っ
た
者
が
、
そ
の
業
務
上
知
り
得
た
利
用
者
又
は
そ
の
家
族
の
秘
密
を
漏
ら
す
こ
と

が
な
い
よ
う
、
必
要
な
措
置
を
取
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
が
、
事
業
者
（
法
人
）
と
従
業
者
と
の
間
に
、
秘
密
保
持
に
関
す
る
取
り
決
め
等
は
な
さ
れ
て
い

な
か
っ
た
。
従
業
者
の
秘
密
保
持
に
関
し
、
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。

秘
密
保
持
等

個
人
情
報
を
用
い
る
場
合
の
同

意

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
等
で
利
用
者
及
び
家
族
の
個
人
情
報
を
用
い
る
場
合
に
は
、
予
め
文
書
に
よ
り
同
意
を
得
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
同
意
の
な

い
事
例
が
み
ら
れ
た
の
で
、
必
ず
同
意
を
得
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
、
や
む
を
得
ず
利
用
者
の
同
意
を
代
理
又
は
代
筆
に
よ
っ
た
場
合
に
は
、
理
由
等
を

記
載
し
て
お
く
こ
と
。
な
お
、
家
族
に
よ
る
同
意
に
つ
い
て
は
、
個
人
情
報
を
利
用
す
る
当
該
家
族
か
ら
同
意
を
得
る
こ
と
。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
時
期

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
終
了
の
時
期
に
実
施
さ
れ
て
い
な
い
事
例
を
確
認
し
た
。
口
頭
で
確
認
す
る
と
、
間
に
合
わ
な
か
っ
た
と
の
こ
と
で
あ
っ

た
。
全
て
の
利
用
者
に
対
し
て
、
適
切
な
時
期
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
す
る
こ
と
。

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

実
施
状
況
の
把
握
（
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
）
に
つ
い
て

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
て
い
な
か
っ
た
。

指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
自
ら
そ
の
提
供
す
る
指
定
訪
問
入
浴
介
護
の
質
の
評
価
を
行
い
、
常
に
そ
の
改
善
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い

る
。
サ
ー
ビ
ス
内
容
を
振
り
返
り
、
利
用
者
の
満
足
度
、
サ
ー
ビ
ス
実
施
に
よ
り
気
付
い
た
こ
と
、
日
常
生
活
全
般
の
状
況
及
び
希
望
、
目
標
に
対
す
る
評
価
等
を

行
い
、
利
用
者
の
意
向
を
反
映
し
た
よ
り
良
い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
短
期
目
標
期
間
終
了
に
併
せ
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施

す
る
こ
と
。
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 】

会
計
処
理

会
計
の
区
分

会
計
処
理
に
つ
い
て
、
貴
法
人
が
実
施
す
る
他
の
事
業
の
会
計
と
は
区
分
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業
者
は
、
指
定
訪
問
入
浴
介
護
事
業

所
ご
と
に
経
理
を
区
分
す
る
と
と
も
に
、
当
該
事
業
の
会
計
と
そ
の
他
の
事
業
の
会
計
と
を
区
分
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
「
介
護
保
険
の
給
付
対
象
事
業

に
お
け
る
会
計
の
区
分
に
つ
い
て
（
平
成
１
３
年
３
月
２
８
日
老
振
発
第
１
８
号
）
」
を
参
考
に
、
会
計
を
区
分
す
る
こ
と
。

報
酬

訪
問
入
浴
介
護
費
に
つ
い
て

利
用
者
の
心
身
の
状
況
に
よ
り
入
浴
を
見
合
わ
せ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
報
酬
請
求
を
行
っ
て
い
た
事
例
を
確
認
し
た
。
実
際
に
入
浴
を
行
っ
た
場
合
に
算
定
の

対
象
と
な
り
、
入
浴
を
見
合
わ
せ
た
場
合
に
は
算
定
で
き
な
い
た
め
、
過
誤
調
整
を
行
う
こ
と
。

ま
た
、
同
様
の
事
例
が
な
い
か
指
定
日
に
遡
っ
て
自
主
点
検
を
行
い
、
同
様
の
事
例
を
確
認
し
た
場
合
に
は
併
せ
て
過
誤
調
整
を
行
う
こ
と
。

報
酬

介
護
職
員
３
人
で
の
訪
問
入
浴

介
護

入
浴
に
よ
り
利
用
者
の
身
体
の
状
況
等
に
支
障
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
そ
の
主
治
医
の
意
見
を
確
認
し
た
上
で
、
介
護
職
員
３
名

が
訪
問
入
浴
介
護
を
行
い
、
所
定
単
位
数
の
1
0
0
分
の
9
5
に
相
当
す
る
単
位
を
算
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
主
治
医
に
意
見
を
確
認
し
た
上
で
の
介
護
職
員

３
名
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
で
あ
る
こ
と
や
、
主
治
医
か
ら
の
意
見
の
内
容
が
確
認
で
き
な
か
っ
た
の
で
、
今
後
は
こ
れ
ら
が
客
観
的
に
わ
か
る
よ
う
に
記
録
を
整

え
る
こ
と
。

報
酬

サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算

当
該
加
算
算
定
に
必
要
な
基
準
に
お
け
る
事
業
所
の
介
護
職
員
総
数
の
う
ち
介
護
福
祉
士
が
占
め
る
割
合
に
つ
い
て
、
月
ご
と
の
正
確
な
状
況
の
確
認
を
行
っ

て
い
な
か
っ
た
。
　
実
地
指
導
時
に
お
け
る
確
認
の
結
果
、
基
準
を
満
た
し
て
は
い
た
が
、
事
業
者
が
正
確
な
状
況
を
把
握
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
た
め
、
「
サ
ー

ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
要
件
確
認
表
①
（
山
梨
県
作
成
）
」
に
記
録
の
上
、
確
認
を
行
う
こ
と
。

報
酬

サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算

サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
算
定
に
必
要
な
基
準
の
う
ち
、
「
事
業
所
の
全
て
の
従
業
者
へ
の
研
修
計
画
の
作
成
及
び
実
施
」
、
「
事
業
所
の
全
て
の
従
業

者
を
対
象
と
し
た
定
期
的
な
会
議
の
開
催
」
を
満
た
し
て
い
な
か
っ
た
。
　
事
業
所
の
全
従
業
員
を
対
象
し
た
計
画
作
成
・
実
施
、
会
議
へ
の
参
加
が
必
要
で
あ
る

が
、
他
事
業
所
と
の
兼
務
職
員
を
訪
問
入
浴
事
業
所
の
従
業
員
と
し
て
捉
え
て
い
な
か
っ
た
こ
と
が
原
因
で
あ
る
。

つ
い
て
は
、
平
成
２
１
年
４
月
に
遡
り
、
自
主
点
検
の
上
、
過
誤
調
整
を
行
う
と
と
も
に
、
今
後
当
該
加
算
を
算
定
す
る
場
合
は
、
全
従
業
員
を
対
象
と
し
た
研
修
計

画
作
成
・
実
施
、
会
議
へ
の
参
加
が
で
き
る
体
制
を
整
え
る
こ
と
。
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